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＜テ－マ名＞

１．使用済み小型電子機器(Ｌｉイオン電池含む)
及び 基板類からの金属回収の取り組みについて

２．平成２４年度 静脈産業の海外促進のための
実現可能性調査等支援事業

ｲﾝﾄﾞ国の製鉄所から発生する製鋼スラグの
有効活用事業について

平成２４年８月９日

日本磁力選鉱株式会社
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会 社 概 要

商 号
日本磁力選鉱株式会社
（NIPPON MAGNETIC DRESSING CO.,LTD）

本 社 所 在 地 福岡県北九州市小倉北区馬借3丁目6-42

創 業 年 月 1949年2月

本 社

工 場 及 び 事 業所
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主要事業

ス ラ グ

リ サ イ ク ル 事 業

製鋼スラグ、製鉄原料リサイクル

溶接用フラックスリサイクル

都市ゴミ溶融メタルリサイクル

非 鉄 金 属 等

リ サ イ ク ル 事 業

廃家電、小型電子機器、廃自動車リサイクル

ミックスメタルからの非鉄金属選別回収

廃電線からの高純度銅選別回収

アルミスクラップからの高純度アルミ選別回収

特殊鋼等リサイクル

環 境 関 連 機 器

製 造 ・ 販 売 事 業

磁力選別機 非鉄選別機 圧延油脱鉄機 等

各種選別機器の製造及び販売

プラントエンジニアリング事業 スラグリサイクルプラント、各種選別プラント

研 究 開 発 研究・開発・試験 品質管理

ス ラ グ

リ サ イ ク ル 事 業 所
8ヵ所

非 鉄 金 属 等

リ サ イ ク ル 事 業 所

自社

6ヵ所

関連会社

2ヵ所

営 業 所

( 本 社 、 東 京 支 店 )
2ヵ所



当社はこの数年、スラグ処理以外のリサイクル事業への関わりを強化した結果、

国内から多くの資源が海外へ流出していることが分かりました。

特に、非鉄金属の複合品や混合品は、国内で金属種別に分離・選別するにはコストがかかり過ぎるなどの理由で

資源ニーズが増大している海外への輸出が増大しています。

リサイクルの総合企業を目指す当社としては、国内資源循環システムを確立するために

当社の分離選別・付加価値アップのノウハウを活かした事業を

この北九州に構築することとしました。

―― 国 内 で の 資 源 循 環 ―――― 国 内 で の 資 源 循 環 ――

エコタウンでは多くの廃棄物リサイクルに向けた処理が行われていますが

同時に直接リサイクルできない副産物も発生しており、当社はそれらの資源化も目指しています。

―― 北 九 州 エ コ タ ウ ン と の 連 携 ―――― 北 九 州 エ コ タ ウ ン と の 連 携 ――

―― 集 荷 の 利 便 性 ―――― 集 荷 の 利 便 性 ――

全国から原料の集荷ならびに加工後の製品出荷も隣接の港湾設備を利用できます。

ひびき工場 事業コンセプト
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ひびき工場のロケーション

北九州エコタウン事業

＜総合環境コンビナート＞

＜響リサイクル団地＞

北九州エコタウン事業

＜総合環境コンビナート＞

＜響リサイクル団地＞

北九州エコタウン事業

＜実証研究エリア＞

北九州エコタウン事業

＜実証研究エリア＞

日本磁力選鉱

非鉄金属総合リサイクル工場
ひびき工場
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総面積 37,000  ㎡

・第1期事業 14,300 ㎡
・第2期事業 12,400 ㎡

・2軸破砕機 ・1軸破砕機

・磁力選別機 ・風力選別機

・重液選別機 ・渦電流選別機

・湿式選別機 ・ドライヤー

主 要 設 備

1.  ラジエター・トランス他処理ライン

2.  重液選別ライン

3.  ナゲット処理ライン
(電線類処理ライン)

4.  メタル処理ライン

5. 使用済み携帯電話及び小型電子機器
及び廃基板類処理ライン
(H24.5月より営業運転開始)

処 理 ラ イ ン

H17年 10月 北九州エコタウン内にて
営業運転開始

ひ び き 工 場 概 要

Ⅰ
・
Ⅱ
期
事
業

新
規
事
業

※レアメタル及び貴金属回収事業
新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）
「希少金属代替・削減技術実用化開発助成事業」を活用

・レアメタル及び貴金属回収事業
2,400 ㎡
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平成２０年９月より循環型システム構築の為、資源回収・リサイクル・廃棄物減量化を目的に北九州市・
ＳＯＮＹ・当社の協業でリサイクル実証実験をスタート

①スタート当初は収集に関する社会システム実験及び回収物からの有価金属回収実験を並行して進め、
最終的には回収貴金属のＳＯＮＹ製品への水平リサイクルを目的とした

②又、同時に継続的にリサイクルを可能とするため事業性についても併せて追求してきた

使用済み小型電子機器リサイクル 取り組みの背景

自治体 開始時期 回収ＢＯＸ設置数 人口

北九州市 平成２０年９月～ スーパー・ホームセンター等
７７箇所

１００万人

福岡市 平成２２年６月～ スーパー・ホームセンター等
３４箇所

１４８万人

直方市 平成２３年４月～ 市役所・回収ステーション
２箇所

６万人

合計 １１３箇所 ２５４万人

実証実験 (SONY、日本磁力選鉱、各自治体 協働)
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ｽｰﾊﾟｰ, ﾎｰﾑｾﾝﾀｰ等

77ヶ所

持込み

収集運搬

日本磁力選鉱㈱

ひびき工場

分 別

破砕・選別

非鉄金属

製錬ﾒｰｶｰ等

銅・金・銀・ﾊﾟﾗｼﾞｳﾑ 等

ｿ ﾆｰ㈱

＜委託＞

再 利 用

実 証 実 験 回 収 ス キ ー ム

113ヶ所

北九州市
2008年（H20) 9月より

100万人
43万世帯

直方市
2011年（H23) 4月より

6万人
2万世帯

持込み

持込み

福岡市
2010年（H22) 6月より

14８万人
70万世帯

ｽｰﾊﾟｰ, ﾎｰﾑｾﾝﾀｰ等

34ヶ所

市役所・回収ステーション

2ヶ所
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使用済み小型電子機器 Ｈ23年度回収実績
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H20年度 H21年度 H22年度 H23年度

他

2次電池

携帯電話

小型電子機器類

回収量
(kg/月)

月当たりの回収量の推移

240kg/月

342kg/月

633kg/月

805kg/月 Ｈ23年度回収実績(kg)

小型電子機器類 3809 
携帯電話 845 

2次電池 366

他 4643 

計 9663 

当 社 独 自 の 取 組 み

①八女西部広域事務組合（八女市・大川市・筑後市・久留米市・立花町・広川町・大木町）
との小電取引開始（解体基板・解体ケーブル等） ●平成１９年６月～

②佐賀市との小電取引開始
（解体中型家電・小型家電・携帯電話等） ●平成２４年４月～

③山口県Ａ市・宮崎県Ｂ市・家電量販店等、各所から問い合わせを受けており
現在商談中

※その他産業系から発生する家電解体後の廃基板の定常的な引取り
●平成１９年４月～
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Ｈ24年度回収実績見込み(ton)

①八女市 17
②佐賀市 32

産業系廃基板(国内) 360

産業系廃基板(海外) 200
計 609



（１）使用済み小型電子機器回収実証実験

（２）当社独自の取組み

①八女西部広域事務組合（八女市・大川市・
筑後市・久留米市・立花町・広川町・大木町）

②佐賀市

①北九州市・福岡市・直方市

専用の回収業者（担当：㈱イマナガ）を配置
２回／月の頻度で定期的に回収

現地でピックアップ解体後
１回／３ヶ月の頻度で定期的に回収

現地でピックアップ簡易解体後
１回／月の頻度で定期的に回収

【回収システム】

常用で１０社以上の運送会社
と輸送契約を締結しており
タイムリーな引取りが可能

当 社 の 特 徴 ①
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【処理施設】

①大型・中型家電処理に適合した施設を既に有している

②付属品（ケーブル・アダプター等）を専用に処理する設備を既に有している

③小型電子機器（モバイルサイズ）を処理する専用設備を有している

当 社 の 特 徴 ②

※③についてはＮＥＤＯの「希少金属代替・削減技術実用化開発助成事業」を活用しパイロットプラントを建設
平成２４年５月より営業運転を開始

【当社施設の特徴】

使用済み小型電子
機器 及び 廃基板類

貴金属・レアメタル濃縮技術紹介

当社特許：RIM破砕機

基板を割らずに
ICチップ・ｺﾝﾃﾞﾝｻｰ
のみを削ぎ落とす

貴金属・レアメタル
回収率９８％以上
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従来技術と当社技術との比較

回収された使用済み小型電子機器
を手解体し、含まれる基板のみを回
収する為、人件費によるコスト増

・有姿の状態で機械処理が可能
・手解体が不要、及び 大量処理

による低コスト化を実現

当社
技術

①

鉄、アルミ等のベースメタル
同時回収が可能

当社
技術

②

従来



回収産物 区分 販売先 評価

ベースメタル
（鉄・アルミ・銅）

マテリアル
リサイクル

電炉メーカー
アルミ２次合金メーカー
銅精錬メーカー

有償

貴金属・レアメタル
濃縮物

マテリアル
リサイクル

製錬メーカー 有償

廃プラスチック類 サーマル
リサイクル

セメントメーカー
発電所、他

逆有償

電池屑（ＬＩＢ）

※使用済み小型電子
機器に含まれるリチ
ウムイオンバッテリー

・現在保管中
・平成22年度より北九州市助成事業、平成23年度ＮＥＤＯ助成
事業を活用し、基礎研究を実施。

・自動車等から発生するＬＩＢを併せて、リサイクル実証研究を
継続中。

・現在、小規模パイロットプラントを建設中。(H24年末完成予定)
(平成23、24年度北九州市未来技術開発助成を活用)

現状は電池屑以外は１００％リサイクル実施中

【回収産物】

当 社 の 特 徴 ③
NIPPON MAGNETIC DRESSING CO,.LTD.12



①製錬メーカーとタイアップした使用済み小型電子機器類リサイクル認定事業者としての認可取得を
目指す

②回収エリアの拡大：各自治体及び家電量販店との個別協議の推進

③事業としての継続性の確立

・ＬＩＢリサイクル技術の確立及び事業化の推進

・産業系から発生する貴金属レアメタル等を含む廃基板類及びリースアップ品の取込み拡大

【回収エリア】

既存の回収エリア

協議中の自治体

取込みを目指すエリア

今 後 の 取 組 み
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使 用 済 み 小 型 電子 機 器 リ サ イ ク ル
法 制 化 に 関 す る 要 望

1)認定事業者選定基準の明確化
⇒リサイクル率、適正処理施設 等の明確な基準設定

2) 広域回収に関わる自由競争化
⇒入札制度の導入及び参加資格の基準設定

3) 使用済み小型電子機器の海外への流出防止
⇒国内での資源循環。海外へ流出しない回収システムの構築

4) 認定事業者と受託事業者区分の明確化



平成２４年度 静脈産業の海外促進のための実現可能性調査等支援事業
海外展開事業名：「ｲﾝﾄﾞ国の製鉄所から発生する製鋼ｽﾗｸﾞの有効活用事業」

1.申請法人名及び海外展開事業主体となる法人名.

(申 請 法 人 名)  ：日本磁力選鉱株式会社

(連携を図る法人名） ：三井物産株式会社

：阪和興業株式会社

2. 申請金額 (平成24年度）14,546,714円 9,000,000円
(平成25年度）14,129,406円 未定

3. 申請対象の海外展開事業の概要
3-1. 事業の概要

(対象地域）
・ｲﾝﾄﾞ国
(処理対象廃棄物種類)
・製鉄所から発生する製鋼ｽﾗｸﾞ
(利用技術、導入規模）
・利用技術：物理選鉱・選別技術（弊社独自開発）
・導入規模：最大50万㌧/年の工場を10ｹ所
(事業内容)
・世界第4位のｲﾝﾄﾞ製鉄所に野積みされている製鋼

ｽﾗｸﾞから金属鉄とﾐﾈﾗﾙ分を分離・抽出し、特にﾐﾈ
ﾗﾙ分の有効活用化を図る事業を構築する。

・国営製鉄所と民間製鉄所では、ﾋﾞｼﾞﾈｽｽｷｰﾑが異
なる為、各々の事業化体制を検討する。

3-2. 対象地域の廃棄物の具体的課題
・各製鉄所には数百万ﾄﾝのｽﾗｸﾞが野積み
・処理能力の少ない簡易ﾌﾟﾗﾝﾄで処理中
・ﾐﾈﾗﾙ分の有効活用方法が未構築
・ﾘｻｲｸﾙ・有効活用に対する資金が無い。
*目的達成の為には、日本政府・機関の協力が必要

3-3. 事業の環境負荷低減効果
・粗鋼生産量800万㌧当り約100万㌧のｽﾗｸﾞが発生
・10%の金属鉄を回収し、鉄鉱石購入量削減と高炉で

のCO2発生抑制
・90%のﾐﾈﾗﾙ分の有効活用により、石灰石や砂の採掘

削減量とCO2削減
・回収物の全量有効活用により、CO2⊿20～30万㌧

3-4.事業の実現可能性
(事業性(採算性))
・投資回収年数：3～7年と予測
*人件費が年10%前後上昇する事の考慮が重要
(社会的重要性)
・ｽﾗｸﾞの貯蔵ﾔｰﾄﾞは製鉄所構内であっても農地に隣

接しているところが多く、現状のままでは保管ﾔｰﾄﾞ
の能力不足や農地への環境影響等の社会問題へ
と発展する可能性大

ｲﾝﾄﾞ各州政府は、環境問題に関する問題意識は強い

NIPPON MAGNETIC DRESSING CO,.LTD.15



3.5. 事業の実施体制
・国営製鉄所-国営ｽﾗｸﾞ処理会社

↑PPP又はBOT(阪和興業-NMD）
・民営製鉄所-合弁会社←(三井物産-NMD)

3.6. 事業の実現に向けたこれまでの取組経緯
1997年 SAIL Bihilai製鉄所UNIDO助成でｺﾝｿｰｼｱﾑ形成しF/S
2009年 Orrisa州を中心にJETRO,KAITA等とｺﾝｿｰｼｱﾑ形成・調査

2009年 Vizag製鉄所からのｽﾗｸﾞ処理技術協力要請
2010年 ｲﾝﾄﾞ国営ｽﾗｸﾞ処理会社からｽﾗｸﾞ処理技術協力要請
2010年 TATA製鉄所へのﾌﾟﾚｾﾞﾝ実施

*時期尚早・前述の課題解決が必要との判断
2012年Vizag製鉄所でｽﾗｸﾞ処理ﾌﾟﾚｾﾞﾝと処理設備検討要請受
2012年SAIL本社企画ﾁｰﾑへﾌﾟﾚｾﾞﾝ実施

4. 実現可能性調査の概要
4.1. 実態調査
・ｲﾝﾄﾞ国の国営・民営製鉄所にﾌﾟﾚｾﾞﾝ実施
・ｽﾗｸﾞ処理会社の実態調査とﾆｰｽﾞの確認
・回収産物の少量ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞと化学成分等調査
・F/Sに必要なﾏﾃﾘｱﾙﾊﾞﾗﾝｽ調査
・数百(千)ﾄﾝﾚﾍﾞﾙのﾊﾟｲﾛｯﾄ試験(日本へ持込も検討)

4.2. ｲﾝﾄﾞ国の国情調査
・F/Sに必要な人件費・ﾕｰﾃｨﾃｨ・関税等の調査
・資金調達に関する調査
・ｲﾝﾄﾞにおける環境関連法の調査

4.3. ﾐﾈﾗﾙ分の有効活用先市場調査
・製鉄所-有効活用先とのﾛｹｰｼｮﾝ確認
・有効活用先での認証の可否確認

6. ｽｹｼﾞｭｰﾙ
2012年 4月 現地法人調査・民間製鉄所の現地調査
2012年 6月 国営製鉄所の現地調査
2012年 8月 有効活用先のﾛｹｰｼｮﾝ確認
2012年10月 ｽﾗｸﾞの性状調査
2013年 1月 設備設計・初期投資見積り
2013年 3月 中間報告書作成・提出
2013年 4月 関係者合同会議開催
2013年 6月 設備設計・初期投資見積り
2013年 8月 採算性見込み調査
2013年10月 Feasibility Study実施
2013年12月 事業計画作成
2014年 3月 報告書提出

5. 関係者合同会議について
5.1. 時期及び日程:未定 １日程度
5.2. 参加者:
・製鉄所,ｽﾗｸﾞ処理会社,現地有効活用先,政府関係者等
・日本磁力選鉱㈱,三井物産㈱,阪和興業㈱,環境省

5.3. 内容
・現地ﾛｹｰｼｮﾝを考慮した有効活用先の調査
・ﾐﾈﾗﾙ分が有価物との認識の広報
・法的要求事項の調査

4. 実現可能性調査の概要(続き)
4.4. 設備設計・初期投資見積り
4.5. 採算性見込み調査
4.6. Feasibility Study 実施
4.7. 事業計画作成
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7. 事業の全体像のｲﾒｰｼﾞ

《達成効果》

･ｾﾞﾛ･ｴｯﾐｯｼｮﾝ
・ﾒﾀﾙ分とﾐﾈﾗﾙ分の

高度利用
・CO2排出量削減

Vizag製鉄所現状(2012年2月） 改善後のｲﾒｰｼﾞ
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